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１．検討概要
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•試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈の一部改正
により、震源を特定せず策定する地震動のうち全国共通に考慮すべき地震動の策定に当たって
は、「震源近傍の多数の地震動記録に基づいて策定した地震基盤相当面における標準的な応答
スペクトル」（以下「標準応答スペクトル」という。）を用いることが新たに規定された。

•標準応答スペクトルを考慮した地震動評価を実施した結果、これまで策定した基準地震動（Ss-D、
Ss-1～Ss-5）を一部の周期帯で上回ることから、標準応答スペクトルを考慮した地震動を基準地
震動Ss-6として設定し、補正申請（2021/12/2）を行った。

•標準応答スペクトルを考慮した地震動評価に当たり、本検討では申請以降の発電炉等の審査動
向を踏まえ、以下の内容を反映した評価を行った。

 地震基盤相当面をVs=2,200m/s以上の地層に設定し、 Vs=2,200m/sで定められた標準応
答スペクトルに基づき作成した波形を入力

 乱数位相の検討に用いる振幅包絡線の経時特性を定めるマグニチュードを保守的に
M7.0に設定

また、位相の違いによる特異な応答増幅が見られないことを確認するため、敷地の地震観測記
録から得られる位相（実位相）を用いて標準応答スペクトルに適合する模擬地震波を作成し、地
盤応答の影響を確認した。

•常陽の基準地震動は、同一サイト内にあるHTTRの基準地震動と共通のものを用いている。（第
396回核燃料施設等審査会合、2021/3/5）。よって、標準応答スペクトルを考慮した地震動評価は
HTTRと同じである。
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２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

標準応答スペクトルと検討方針

• 新たに制定された標準応答スペクトルを考慮した地震動と基準地震動Ss-Dの比較を行う。

■標準応答スペクトルの概要
震源近傍の多数の地震動記録に基づいて策定した地震基盤

相当面（地震基盤からの地盤増幅率が小さく地震動としては地
震基盤面と同等とみなすことができる地盤の解放面で、せん断
波速度Vs=2,200m/s以上の地層をいう。）における標準応答ス
ペクトルとして次の図に示すものとする。

図 地震基盤相当面における標準応答スペクトル
※2021年4月21日原子力規制委員会資料より抜粋

基準地震動Ssを策定して
いる解放基盤表面の
せん断波速度Vs

検討方針

1,010m/s

• 標準応答スペクトルに対し、地震基盤相当面から解放基盤表面までの伝播特性を考慮し
た解放基盤表面の応答スペクトルを評価するとともに、評価された応答スペクトルと基準
地震動Ss-Dとを比較し影響を確認する。

• 地震基盤相当面については、既許可の地盤構造モデルのG.L.-1.293km位置
（Vs=3,052m/s）に設定する。



２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

標準応答スペクトルを考慮した地震動評価の検討フロー

• 試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈の一部改正を踏ま
え、敷地において、標準応答スペクトルを考慮した地震動評価を実施する。

• 標準応答スペクトルを考慮した地震動評価を以下の流れで実施する。
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【標準応答スペクトルを考慮した地震動の検討の流れ】

①地震基盤相当面における標準応答スペクトルに基づく
模擬地震波の作成

↓
②地盤構造モデルを設定

↓
③解放基盤表面における地震動の算出

↓
④基準地震動Ss-Dとの比較

▼解放基盤表面

③解放基盤表面における
地震動の算出

▼地震基盤相当面

①標準応答スペクトルに基
づく模擬地震波を作成

▼地表面

地震波の
伝播特性

標準応答スペクトルを考慮した地震動の
評価のイメージ

②
地
盤
構
造
モ
デ
ル
の
設
定



層番号

(No.)

上面
G.L.
(km)

層厚

(km)

密度

(g/cm3)

水平成分 鉛直成分

S波速度
（km/s)

減衰定数 P波速度
（km/s)

減衰定数

Qs hs Qp hp

1 0.000 0.173 － － － － － － －

2 -0.173 0.100 1.98 1.010

100 0.005

2.170

100 0.0053 -0.273 0.350 2.11 1.186 2.590

4 -0.623 0.670 2.44 2.086 4.100

5 -1.293 2.708 2.68 3.052

110×ｆ0.69 0.0045×ｆ -0.69

5.750

110×ｆ0.69 0.0045×ｆ -0.69
6 -4.000 11.900 2.70 3.600 5.960

7 -15.900 14.600 2.80 4.170 6.810

8 -30.500 ∞ 3.20 4.320 7.640

２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

地盤構造モデルの設定

深部地盤構造モデル

▼解放基盤表面

▼地震基盤相当面
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•標準応答スペクトルがVs=2,200m/s以上の地層で設定された応答スペクトルであることから、既許可の地
盤構造モデルのG.L.-1.293km位置（Vs=3,052m/s）を地震基盤相当面に設定する。

•設定した地震基盤相当面に模擬地震波を入力し、地盤応答解析により、解放基盤表面における標準応
答スペクトルを考慮した地震動を評価する。



２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

地震基盤相当面における標準応答スペクトルに基づく模擬地震波の作成

• 模擬地震波は、乱数の位相を持つ正弦波の重ね合わせによって作成するものとし、振幅包絡線の経時
的変化については、Noda et al.（2002）1)の方法に基づき、下記に示す形状とする。

模擬地震波
目標最大
加速度
（cm/s2）

継続時間
（s）

振幅包絡線の経時的変化（s）

ｔＢ ｔＣ ｔＤ

水平成分 600 29.8 3.7 16.3 29.8

鉛直成分 400 29.8 3.7 16.3 29.8

 

 

 

tB＝10 0.5M－2.93

tC－tB＝10 0.3M－1.0

tD－tC＝10 0.17M＋0.54logXeq－0.6

(t／tB)2

E(t)＝ 1

exp[(ln0.1)(t－tC)／(tD－tC)] ＤＣ

ＣＢ

Ｂ

ｔｔｔ

ｔｔｔ

ｔｔ

≤≤
≤≤
≤≤0マグニチュード：M＝7.0、等価震源距離：Xeq=10km

E(t)
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• 作成した模擬地震波が、日本電気協会(2015)2）に示される以下の適合度の条件を満足していることを確
認する。

• 目標とする応答スペクトル値に対する模擬地震波の応答スペクトル値の比（応答スペクトル比）が全周
期帯で0.85以上、応答スペクトル強さの比（SI比）が1.0以上。

模擬地震波 SI比

水平成分 1.02

鉛直成分 1.01

応答スペクトル強さの比（SI比）

応答スペクトル比（水平成分） 応答スペクトル比（鉛直成分）※

作成した模擬地震波は、日本電気協会(2015)2）に示される適合度の条件を満足していることを
確認した。

SI比 =
∫0.1
2.5 )𝑆𝑆𝑣𝑣1(𝑇𝑇 𝑑𝑑𝑑𝑑

∫0.1
2.5 )𝑆𝑆𝑣𝑣2(𝑇𝑇 𝑑𝑑𝑑𝑑

≥ 1.0R 𝑇𝑇 =
)𝑆𝑆𝑣𝑣1(𝑇𝑇
)𝑆𝑆𝑣𝑣2(𝑇𝑇 ≥ 0.85

ただし、
SI：応答スペクトル強さ
𝑆𝑆𝑣𝑣1(𝑇𝑇)：模擬地震波の応答スペクトル値(cm/s)
𝑆𝑆𝑣𝑣𝑣(𝑇𝑇)：目標とする応答スペクトル値(cm/s)

T：周期(s)

ただし、
R(T)：応答スペクトル比
𝑆𝑆𝑣𝑣𝑣(𝑇𝑇)：模擬地震波の応答スペクトル値(cm/s）
𝑆𝑆𝑣𝑣𝑣(𝑇𝑇)：目標とする応答スペクトル値(cm/s）

T：周期(s)

  

応
答

ス
ペ
ク
ト
ル

比

周期(s) 周期(s)
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２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

地震基盤相当面における標準応答スペクトルに基づく模擬地震波の作成

最低値0.87
最低値0.90

※模擬地震波（最大値400cm/s2）に対して、応答スペクト
ルの周期0.02秒の加速度はやや小さく392.5cm/s2、応答
スペクトル比は0.9815である。



•作成した模擬地震波を地震基盤相当面に入力し、解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した
地震動を評価する。

•解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動の加速度波形を下記に示す。

8

水平成分

鉛直成分

解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動
加速度波形
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２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

解放基盤表面における地震動の算出



２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

解放基盤表面における地震動の比較（基準地震動Ss-Dとの比較）

• 解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動は、水平及び鉛直ともに一部の周期帯で、
基準地震動Ss-Dを上回る結果となった。

水平成分 鉛直成分 9

Ss-D 応答スペクトル手法による基準地震動
標準応答スペクトルを考慮した地震動
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２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

実位相による検討（検討概要）

【検討目的】
• 地震基盤相当面から解放基盤表面において、地震波の伝播特性にはばらつきや差異があることが否定
できないため、前段の「乱数位相による検討」※1に加え「実位相による検討」 ※2を実施し、位相の違いに
より特異な地盤の応答増幅がないか確認を行う。

【検討方法】
• 地震観測記録の位相特性には敷地地盤の振動特性に起因する特徴が反映されており、 「基準地震動
及び耐震設計方針に係る審査ガイド」を踏まえ、地震基盤相当面における地震動の位相特性を用いて、
解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動を評価する。

• 地震観測記録の位相特性については、浅部＋深部地盤構造モデルを用いて、解放基盤表面位置の地
震観測記録を地震基盤相当面に引戻した地震動（地盤応答解析結果）の位相特性を用いる。

10※1：「乱数位相による検討」：乱数の位相を持つ正弦波の重ね合わせにより模擬地震波を作成し地震動評価。
※2：「実位相による検討」：敷地の観測記録から地震基盤相当面における地震動を求め、その位相特性を用いて模擬地震波を作成し地震動評価。

浅部
地盤

深部
地盤

大洗研HTTR 地震観測位置

地震観測記録の波形
（解放基盤表面位置）

引戻し波
（地震基盤相当面）

▼解放基盤表面位置

▼地震基盤相当面

解放基盤表面位置から地震基盤相当面までの
引戻しのイメージ

伝播特性



２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

実位相による検討（地震観測記録の選定）
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大洗研で観測された地震観測記録
大洗研から震央距離約30 ㎞の範囲にある深さ0～20kmの地震観測記録

• 標準応答スペクトルは、全国共通に考慮すべき地震（Mw6.5程度未満）として、震源近傍の内陸
地殻内地震の観測記録（震央距離30km、深さ0～20km、Mw5.0～6.6）を収集して策定されてい
る。

• 大洗研周辺ではMw5.0～6.6の内陸地殻内地震は観測されていないが、実位相による検討にお
いては敷地地盤の振動特性に起因する特徴を適切に反映させることが必要と考え、内陸地殻
内地震のうち、敷地に最も近い位置で発生した地震（2011年8月22日（M4.3,震源距離28㎞））の
観測記録を用い、この地震観測記録の位相特性を模擬地震波に反映させる。

No. 年月日
震央位置

地震
規模

深さ 震央距離 震源距離
地震

発生様式
北緯 東経 M (km) (km) (km)

1 2011/8/22 36°21.3′N 140°48.3′E 4.3 13 25 28
内陸地殻
内地震

2 2020/9/10 36°28.7′N 140°39.8′E 4.1 19 26 32 〃

検討に用いた地震

震央分布図

10km

30km

大洗研

No.2

No.1
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２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

実位相による検討（解放基盤表面位置における地震観測記録）

• 解放基盤表面位置における地震観測記録の加速度波形を以下に示す。

解放基盤表面位置における地震観測記録（ 2011年8月22日（M4.3） ）
加速度波形
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水平成分

鉛直成分
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２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

実位相による検討（地震基盤相当面における地震動）
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水平成分

鉛直成分

地震基盤相当面における地震動（ 2011年8月22日（M4.3） ）
加速度波形

• 浅部＋深部地盤構造モデルを用いて、解放基盤表面位置の地震観測記録を地震基盤相当面（G.L.-
1.293㎞）に引戻し、地震基盤相当面における地震動を算出した。

• 地震基盤相当面における地震動の加速度波形を以下に示す。
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２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

実位相による検討（模擬地震波の作成結果）

•模擬地震波は、地震基盤相当面における地震動（ 2011年8月22日（M4.3） ）の位相特性を用い
て作成した。

•模擬地震波の加速度波形を以下に示す。

地震基盤相当面における標準応答スペクトルに適合する模擬地震波（実位相による検討）
加速度波形 14

水平成分

鉛直成分
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２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

実位相による検討（模擬地震波の作成結果）

作成した模擬地震波は、日本電気協会(2015)2）に示される適合度の条件を満足していることを
確認した。

• 作成した模擬地震波が、日本電気協会(2015)2）に示される以下の適合度の条件を満足していることを確
認する。

• 目標とする応答スペクトル値に対する模擬地震波の応答スペクトル値の比（応答スペクトル比）が全周
期帯で0.85以上、応答スペクトル強さの比（SI比）が1.0以上。

応答スペクトル比（水平成分） 応答スペクトル比（鉛直成分）

応
答

ス
ペ
ク
ト
ル

比

周期(s) 周期(s)

SI比 =
∫0.1
2.5 )𝑆𝑆𝑣𝑣1(𝑇𝑇 𝑑𝑑𝑑𝑑

∫0.1
2.5 )𝑆𝑆𝑣𝑣2(𝑇𝑇 𝑑𝑑𝑑𝑑

≥ 1.0R 𝑇𝑇 =
)𝑆𝑆𝑣𝑣1(𝑇𝑇
)𝑆𝑆𝑣𝑣2(𝑇𝑇 ≥ 0.85

ただし、
SI：応答スペクトル強さ
𝑆𝑆𝑣𝑣1(𝑇𝑇)：模擬地震波の応答スペクトル値(cm/s)
𝑆𝑆𝑣𝑣𝑣(𝑇𝑇)：目標とする応答スペクトル値(cm/s)

T：周期(s)

ただし、
R(T)：応答スペクトル比
𝑆𝑆𝑣𝑣𝑣(𝑇𝑇)：模擬地震波の応答スペクトル値(cm/s）
𝑆𝑆𝑣𝑣𝑣(𝑇𝑇)：目標とする応答スペクトル値(cm/s）

T：周期(s)

最低値0.8504 最低値0.87
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•「乱数位相による検討」と同様に地盤応答解析を行い、解放基盤表面における地震動を評価した。
•解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動（実位相による検討）の加速度波形を以下
に示す。
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解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動（実位相による検討）
加速度波形

水平成分

鉛直成分

２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

実位相による検討（解放基盤表面における地震動）
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•「乱数位相による検討」と「実位相による検討」の応答スペクトルを以下に示す。
•両者の結果は概ね同程度となっており、位相の違いによる特異な地盤の応答増幅の影響は見られない
ことを確認した。

水平成分 鉛直成分 17

標準応答スペクトルを考慮した地震動（乱数位相による検討）
標準応答スペクトルを考慮した地震動（実位相による検討）

２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

乱数位相と実位相による検討結果の比較（応答スペクトル）
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解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動の加速度波形

乱数位相
による

検討結果
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実位相
による

検討結果

水平成分 鉛直成分

強震動部※１ 強震動部※１

強震動部※2 強震動部※2

・地盤及び建物等の水平及び鉛直の組合せ評価を行う上では、水平成分と鉛直成分で強震動部の
時間が重複し、かつ継続時間が長い方が安全側の評価となり、また、非線形解析を行う場合に対し
ても、強震動部の継続時間が長い方が安全側の評価となると考える。
・ 「乱数位相」による検討結果は、「実位相」による検討結果に比べて、水平成分と鉛直成分で強震動
部の時間が重複し、かつ継続時間が長くなっており、標準応答スペクトルを考慮した地震動として
「乱数位相」による検討結果を用いることは妥当と判断した。

※1：振幅包絡線（p.6）に示す強震動が継続するtB秒～tC秒間（約13秒）
※2：最大加速度と同程度の加速度が継続する時間

２．標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

乱数位相と実位相による検討結果の比較（加速度波形）



0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m
/s

 )2

0.01

0.1

1

10

(cm
)

周  期(s)

速
 
度
 

(cm/s)

(h=0.05)

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m
/s

 )2

0.01

0.1

1

10

(cm
)

周  期(s)

速
 
度
 

(cm/s)

(h=0.05)

19

３．基準地震動

基準地震動Ｓｓの応答スペクトル

• 基準地震動Ssの応答スペクトルを示す。標準応答スペクトルを考慮した地震動は、水平及び鉛直ともに
基準地震動Ss-D、Ss-1～Ss-5を一部の周期帯で上回ることから、標準応答スペクトルを考慮した地震
動を基準地震動Ss-6として選定した。

NS成分 EW成分 UD成分

Ｓｓ－Ｄ 応答スペクトル手法による基準地震動

Ｓｓ－１ F３断層～F４断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点１）
Ｓｓ－２ F３断層～F４断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点2）
Ｓｓ－３ F３断層～F４断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点3）
Ｓｓ－４ F３断層～F４断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点3）
Ｓｓ－５ 2011年東北地方太平洋沖型地震（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）
Ｓｓ－６ 標準応答スペクトルを考慮した地震動
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基準地震動
最大加速度（cm/s2）

NS成分 EW成分 UD成分

Sｓ-D 応答スペクトル手法による基準地震動

700 500

Sｓ-１
F３断層～F４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点１）

973 711 474

Sｓ-２
F３断層～F４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点２）

835 761 436

Sｓ-３
F３断層～F４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点３）

948 850 543

Sｓ-４
F３断層～F４断層による地震
（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点３）

740 630 405

Sｓ-５
2011年東北地方太平洋沖型地震
（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）

670 513 402

Sｓ-６ 標準応答スペクトルを考慮した地震動

827 591
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３．基準地震動

基準地震動Ｓｓの最大加速度値

• 基準地震動Ss※の最大加速度の一覧を示す。
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※表中のグラフは各基準地震動Ssの加速度時刻歴波形（縦軸：加速度[cm/s2]，横軸：時間[s]）
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４．まとめ

 大洗研において、新たに規定された標準応答スペクトルを考慮した地震動を作成した。

・標準応答スペクトルはせん断波速度Vs=2,200m/s以上の地震基盤相当面にて定義されており、
大洗研の地震基盤相当面は、地盤構造モデルのG.L.‐1.293km（Vs=3,052m/s）に設定した。

・振幅包絡線の経時特性を定めるマグニチュードを保守的にM7.0に設定した。

・地震基盤相当面から解放基盤表面までの地震波の伝播特性を、解放基盤表面における標準応
答スペクトルを考慮した地震動に反映させた。

 標準応答スペクトルを考慮した地震動として、「乱数位相」と「実位相」を用いた模擬地震波を作成して
比較を行い、以下のとおり、「乱数位相」を用いた模擬地震波を用いることの妥当性を確認した。

・応答スペクトルを比較した結果、位相の違いによる特異な応答増幅が見られないことを確認した。

・加速度波形を比較した結果、「乱数位相」の方が「実位相」に比べて、水平成分と鉛直成分で強
震動部の時間が重複し、かつ継続時間が長くなっていることから、地盤及び建物等の水平及び鉛
直の組合せ評価や、非線形解析を行う評価に対して安全側の評価になると考えられるため、「乱
数位相」による検討結果を用いることは妥当と判断した。

 解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動は、これまでに策定した基準地震動Ss-
D、Ss-1～Ss-5を一部の周期帯で上回ることから、標準応答スペクトルを考慮した地震動を基準地震
動Ss-6として選定した。
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